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2009年2月期業績ハイライト①

売上高が前期比26.2％増、各利益も93.6～96.9％増

売上高 各利益

09/2期08/2期07/2期

25,221

14,718

26.2％増

95.0％増
93.6％増

96.9％増685 677

385

1,045 1,039

584

2,037 2,011

1,150

営業利益 経常利益 当期純利益

25,000

15,000

20,000

5,000

10,000

0

1,500

1,000

500

2,000

0

(百万円） (百万円）

09/2期08/2期07/2期

19,987



5

2009年2月期業績ハイライト②

+0.7

+213

+1.2

+397

+1.2

+394

+0.7
+312

+1,260

業績予想

増減額

4.6

1,150

8.0

2,011

8.1

2,037

12.1
3,047

25,221

09/2期
（実績）

111.4%2,7351,808売 上 総 利 益

-11.49.1売上総利益率

122.8％937584当 期

純 利 益

-6.7 5.2経常利益率

-6.9 5.2営業利益率

2.9

1,039

1,045

19,987

08/2期
（実績）

3.9 

1,613

1,642

23,960

09/2期
（予）

09/9/18公表

当期純利益率

経 常 利 益

営 業 利 益

売 上 高

-

124.6％

124.0％

105.3％

達成率

(百万円)

売上高達成率105.3％、各利益達成率122.8％～124.6％
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セグメント別売上高の推移

主力事業のソリューション売上が引き続き増加

ソリューション売上 商品売上

■ソリューション売上 前期比27.2％増
メディア枠の提供、表現物の制作、
コールセンターオペレーションの取扱が続伸

■商品売上 前期比△7.8％
ソリューション提供の一環業務であり、
ほぼ計画ラインで推移

25,000

15,000

10,000

5,000

20,000

0

14,049

19,395

24,675

669 591 545

(百万円）

09/2期08/2期07/2期

27.2％増

△7.8％

14,718

19,987

25,211
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売上原価の動向

メディア仕入額が増加、特にテレビCM取扱が急伸

媒体別仕入れ内訳
18,178

22,173

13,565
15,562

11,968

19,209

媒体費（メディア仕入） 外注費

商品原価 売上高原価率

その他
テレビ番組 テレビCM

■媒体費（メディア仕入）
売上増加に伴い、メディア仕入額が増加

09/2期08/2期07/2期

11,968

15,000

10,000

5,000

20,000

0

60

40

20

80

0

15,000

10,000

5,000

0

92.2 90.9

87.9

15,562

19,209

978
617

2,089 2,472

491527

(百万円） (％）

10,262

12,739

15,193
1,423

2,587

3,834

283

234

181

(百万円）

09/2期08/2期07/2期

テレビCM
取扱が急伸
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売上総利益の動向

売上の増加に伴い、売上高総利益が大幅に増加

09/2期08/2期07/2期

2,500

3,000

1,500

1,000

500

2,000

0

10

12

6

4

2

8

0

売上総利益 売上総利益率

1,153 

1,808

3, 047

7.8

9.1 

12.1 

(百万円） (％）
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販売管理費の動向

人員増による人件費及び諸経費の増加

763

1,009

468 ■その他 前期比 + 29.5 ％
・人員増による諸経費の増加
・広告宣伝費、租税公課の増加
・増床等による地代家賃の増加

750

500

250

1,000

0

3.1

3.9
4.0

246

415

537

213

333

456

7

15

15

人件費 減価償却費

その他 販管費率

(百万円）

09/2期08/2期07/2期

■人件費等 前期比 +37.1 ％
新卒、中途採用の活発化により
人員が12名増加

(％）

4

3

3.5

2.5

1.5

2

0.5

1

0
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営業利益の動向

売上の大幅増により、営業利益も大幅成長を達成

1,045

2,037

5.2

8.1

685

4.71,500

1,000

500

2,000

0

6

4

2

8

0

（百万円）
（％）

09/2期08/2期07/2期

営業利益 営業利益率
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財政状況

（百万円）

利益成長及び新規上場に伴う資金調達により、財務基盤が強化

6,457

2,891

2,824

622

2,783

657

1,370

641

3,740

952

2,110

601

資産の部 負債・純資産の部

09/2期
末

08/2期
末

07/2期
末

09/2期
末

08/2期
末

07/2期
末

6,457

2,783

3,740

■短期借入金

短期借入金
全額返済

■株主資本

利益成長及び
上場により
株主資本が充実

4,000

2,000

6,000

0

4,000

2,000

6,000

0

■現金及び預金

利益成長及び
上場での資金調達
により現預金が増加

1,270

1,643

2,099

500

500

671
0

308

3,365

1,110
526

333
150

294
184

（百万円）

現金及び預金 売掛金

有形固形資産

その他流動資産

無形固形資産 投資その他の資産

買掛金 短期借入金

その他流動負債

未払法人税

固定負債 株主資本
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キャッシュ・フロー

※ フリーキャッシュ・フロー = 営業キャッシュ・フロー + 投資キャッシュ・フロー

利益成長に伴い、フリーキャッシュ・フローが増加

（百万円）

09/2期08/2期07/2期

1,250

750

1,000

250

0

500

1,335 

83

△67 △39 △43

640

334

0

603

1,378

16 

294 

営業C/F 投資C/F フリーキャッシュ・フロー財務C/F
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2010年2月期の見通しハイライト

△0.4

+ 96

△0.8

+157

△0.8

+ 136
△0.5
+ 430

+ 4,818

増減

+14.13,4783,047売 上 総 利 益

-11.612.1売上総利益率

+8.41,2471,150当 期

純 利 益

-7.28.0経常利益率

-7.28.1営業利益率

4.6

2,011

2,037

25,221

09/2期
（実績）

4.2

2,168

2,174

30,040

10/2期
（予）

当期純利益率

経 常 利 益

営 業 利 益

売 上 高

-

+7.8

+6.7

+19.1

前期比

(百万円、％、％ポイント)

売上は前期比19.1％増を予想するが、新たなメディアの取扱いの増加、
人員の増強等で各利益の伸びは6.7％～8.4％の見通し
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2010年2月期売上高（セグメント別）の見通し

売上高は前期比19.1％増の見通し

14,718

19,987  

25,221

30,040
30,000

25,000

15,000

20,000

5,000

10,000

0
09/2期 10/2期（予）08/2期07/2期

14,049
19,395

29,587

19.1％増

ソリューション売上 商品売上(百万円）

669 591 545 452

24,675
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売上原価の見通し

新たなメディアの取扱いの増加及びソリューションサービスの拡充等により、
総額で前期比19.8％増の見通し

13,565  

18,178  

22,173

26,561

09/2期 10/2期
（予）

08/2期07/2期

25,000

15,000

20,000

5,000

10,000

0

100

60 

80

20

40 

0

■媒体費 前期比 +19.7％
既存および新規顧客企業に対する
仕入れ増加
新たなメディアの仕入れ増加

■外注費 同 +28.5％
顧客企業に対するコールセンターオペレー
ション等のソリューションサービス拡充

92.2 90.9
87.9

88.4

(百万円） (％）

11,968

978
617

15,562

2,089
527

19,209

2,472
491

22,994

3,176
390

媒体費（メディア仕入） 外注費

商品原価 売上高原価率
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売上総利益の見通し

売上総利益は前期比14.1％増の見通し

09/2期 10/2期（予）08/2期07/2期

30,000

35,000

25,000

15,000

20,000

5,000

10,000

0

12

10

6

8

2

4 

0

(百万円） (％）

1,153 

7.8

1,808

9.1 

12.1 3,478

11.614.1％増

売上総利益 売上総利益率

3, 047
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販売管理費の見通し

人員等への積極投資により、販管費率は上昇

1,500

1,250

750

1,000

250

500

0

4

3

3.5

2.5

1.5

2

0.5

1

0

09/2期 10/2期
（予）

08/2期07/2期

■人件費 前期比 +31.5％
営業、メディア仕入、コールセンター等を14
名増加予定

■その他 同 +24.2％
・人員増による諸経費の増加
・地代家賃の増加

468

246

213

7

763

415

333

15

537

456

15

1,009

667

600

35

1,303

3.1

3.9
4.0

4.3

人件費 減価償却費

その他 販管費率

(百万円） (％）
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1,247

営業利益、経常利益、当期純利益の見通し

09/2期 10/2期（予）08/2期07/2期

1,500

1,000

500

2,000

0

685 677

385

1,045 1,039

584

営業利益で前期比 6.7％増、経常利益で7.8％増、
当期純利益で8.4％増の見通し

2,037 2,011

1,150

2,174 2,168

7.8％増

8.4％増

(百万円）

6.7％増

営業利益 経常利益 当期純利益
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外部環境分析

市場は拡大傾向
短期ネガティブ要因は、長期ポジティブ要因により改善される

ポジティブ ネガティブ

短
期
要
因

・消費環境の悪化による消費行動の
変化→巣ごもり消費（注）

・広告不況による通販番組の拡大
（CMへの浸透）

・テレビ通販枠の有限性
→地上デジタル放送及びケーブルテレビの

普及による多チャンネル化により緩和

（注） 外出せずに自宅に居ながら行う消費活動

長
期
要
因

・インターネットメディアの台頭による
ダイレクトマーケティング市場の拡大

・地上デジタル放送及びケーブルテレビの
普及による多チャンネル化

―
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(注1)  2009/3末時点 「スカパー！」、「スカパー！e2」の個人契約件数及びケーブルテレビ等の有線伝送路経由でスカパー！の
デジタル 方式を利用した多チャンネル有料放送契約を締結している個人の契約件数の合計。

(注2)  2008/3末時点 総務省報道発表より(2008/6)

■消費行動が
テレビ・インターネット
通販、宅配等へシフト

■テレビ通販番組の
視聴機会増加

■テレビ通販番組枠
増加

テ
レ
ビ
通
販
実
施
企
業
の
業
績
牽
引

テレビ通販市場の外部環境の変化が、
当社の顧客であるテレビ通販実施企業の業績を牽引

現状の追い風 今後の見通し

消費行動の変化 ・巣ごもり消費の増加

メディアの多様化による
視聴方法の変化

・政府による地デジ放送の
普及促進
(普及率 49.1% 【2009/1】)

・薄型テレビ販売好調
51.3％増
（2009/2、前年同月比

国内累計出荷台数）

・スカパー契約件数の増加
3,708万件（注1）

・ケーブルテレビの普及
2,986万世帯加入（注2）

外部環境の変化



23

経営方針と中期事業戦略

＜経営方針＞

第１Stage
● ビジネスモデル（トータルソリューション）の確立
● テレビ通信販売実施企業への認知活動
● 信用力、知名度の拡充（株式上場）

第２Stage
●既存事業の拡大への取り組み
● ソリューションサービスの強化
● クロスメディア展開の推進

第３Stage ● ＢｔｏＣ事業への取り組みに着手
● 海外でのダイレクトマーケティング支援サービス展開を検討

ダイレクトマーケティング支援事業における圧倒的Ｎｏ.１地位の確保
ダイレクトマーケティング市場全体への事業進出

＜中期事業戦略＞

当期以降を第２Stageと位置づけ、更なる企業規模拡大を目指す
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第２ Stageの戦略概要

第２Stageは下記３点の戦略を重点的に実施

企
業
規
模
拡
大

ⅰ 既存顧客企業との取引規模の拡大及び新規顧客企業の開拓
ⅱ 新しい業種に対してのダイレクトマーケティング支援活動
ⅲ テレビＣＭの拡大

１ 既存事業の拡大への取り組み

受注、物流・決済サービス等のソリューションサービスを充実

２ ソリューションサービスの強化

テレビ番組、テレビCMを他メディアに展開し、クロスメディアの推進を図る

３ クロスメディア展開の推進
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１－ⅰ 既存顧客企業との取引規模の拡大及び
新規顧客企業の開拓①

取引規模が小さな既存顧客企業の売上増加を図る

09/208/2

38

18

10

3

7

3
Q

8647568
0.5億円以上

1.25億円未満

25162620242827その他

42

6

6

1
Q

35

7

6

2
Q

38

5

6

4
Q

42

9

4

3
Q

44

3

8

4
Q

45

7

4

2
Q

45合計

52.5億円以上

5
1.25億円以上

2.5億円未満

1
Q

(社)

取引規模別顧客企業数

取引額大

当社にてコー
ルセンター業
務のみ開始

テレビ媒体29分枠、60秒枠も追加し
大幅に増枠 媒体増加に伴い

注文増加
コールセンター業務

が増加

取引規模の拡大事例（注）

取引額小

(ヶ月)

(百万円)

100

200

119 10432取引

開始

128765

テレビ媒体
をトライアル

で提案
（主に3分

枠）

(注) 当社顧客である健康食品メーカーの事例
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A社

B社

C社

D社

E社

F社

G社

H社

I社

J社

(％) 売上高上位10社の全売上に占める割合

09/208/2
3Q1Q 2Q4Q3Q 4Q2Q1Q

１－ⅰ 既存顧客企業との取引規模の拡大及び
新規顧客企業の開拓②

25

15

10

5

20

0

現在の上位10社の取引企業のうち、４社が新規取引企業

【2009.2末時点】
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ビューティ他
19%

健康食品
18%

生活雑貨
10%

アパレル
20%

家電・
パソコン

14%

食品・
産直品

9%

書籍・
ソフト
3% その他

7%

１－ⅱ 新しい業種に対してのダイレクトマーケティング支援活動

2007年
3,742億円

出所： 「通販・e-コマースビジネスの実態と今後 2008-2009 市場編」2008年11月 株式会社富士経済

取り扱い業種を拡充し、顧客企業の幅広いニーズに応える体制を確立

テレビ通販 業種別取引

アパレル、家電、書籍、金融、通信教育、

不動産等の業種においても、

取引を拡大し売上拡大を目指す

現状は、ビューティー・健康食品・
生活雑貨業種が

当社売上の大半を占める
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１－ⅲ テレビＣＭの拡大

2,587

1,423

3,834

仕入環境の向上及びテレビCMニーズの増加を背景に、
引き続きテレビCM仕入額を増加させる

テレビCM仕入額推移

媒体費（メディア仕入）に占める
テレビCM仕入額

テレビCM仕入環境の

向上

テレビＣＭの制作能力向上による
顧客企業の費用対効果上昇

引
き
続
き
テ
レ
ビ
Ｃ
Ｍ
仕
入
額
の
増
加
を
目
指
す

通販番組の多様化による
テレビCMへのニーズの増加

81.8％増
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11.9 16.6 20.0
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1,000
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(％）
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２ ソリューションサービスの強化

顧
客
管
理

物
流
・決
済

情
報
加
工

効
果
分
析

受
注

媒
体
選
定

表
現
企
画

事
業
計
画

商
品
開
発

現在の主要なサービス領域

今後強化するサービス領域

現在の主要サービス領域に加え、受注、物流・決済サービス等の
各種サービスの品質を向上し、トータルソリューションの強化を図る

ソリューションサービスにおける主要な事業領域を拡大し、
顧客企業の幅広いニーズに応え売上を拡大する
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３ クロスメディア展開の推進

テレビ番組・テレビCMを他メディアにも展開させ、クロスメディアの推進を図る

テレビ
番組

テレビ番組及びテレビCMを

中心とした展開
テレビ番組を中心としたクロスメディアを

推進し、媒体効果を更に高める

媒体の相互利用、
視聴回数増加による効果向上

新聞

雑誌
モバイル

インター
ネット

オリコミ ラジオ

テレビ
CM

テレビ
番組

テレビ
CM
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第３ Stageの戦略概要

第２ Stageの経営目標を達成後、第３Stageへ移行

● ＢｔｏＣ事業への取り組みを検討
■既存顧客企業と競合にならない商材・媒体にてＢｔｏＣ事業展開を検討

■データベースマーケティングの強化

● 海外でのダイレクトマーケティング支援サービス展開を検討

■日本製商品の海外販売（ＢｔｏＢ事業）

■ソリューションの提供（表現企画、受注等）
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組織戦略及び財務戦略

● 組織戦略
■役員管掌変更(2009.3.1)
■事業戦略を具体的に実行するための戦略的組織の新設

–ソリューション営業グループの新設(2009.3.1)
–クロスメディア営業部の新設(2009.3.1)

● 財務戦略
■事業投資への考え方

–事業戦略達成のために、戦略的事業投資も選択肢のひとつとする

■配当についての考え方

–財務基盤強化及び戦略的事業投資の準備のため、今期は無配を予定

中期経営計画に基づく組織編制の実施、
更なる成長のための財務戦略をとる
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中期経営計画の数値（2010年2月期～2012年2月期）

今後三ヵ年において、年率120％の売上高成長を目指す

685
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6.5

(％）

6

8

2

4 

0



34

2009年2月期の業績

2010年2月期の見通し

中期経営計画

参考資料
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会社概要

設立 2006年3月
本社 東京都港区芝公園二丁目4番1号
代表者 CEO 妹尾 勲、 CMO 中村 恭平、 COO 丸田 昭雄

事業内容 テレビ通信販売を中心としたダイレクトマーケティング支援事業

資本金 627百万円（2009年2月末時点）

発行済株式数 2,489,300株（2009年2月末時点）

従業員数 47名（2009年2月末時点）

テレビやインターネット等のメディアに電話番号やURL等のコンタクト先を明示し、

電話やEメール等で消費者と直接型・対話型のコミュニケーションをとり商品や

サービスを販売する活動

ダイレクトマーケティングの定義ダイレクトマーケティングの定義
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私たちは・・・顧客の商品･サービスが消費者と正しく絆を結ぶために、
全身全霊で課題を解決する企業として社会に貢献いたします。

企業理念・社是・経営理念

企業理念

『消費者の喜びは、クライアントの喜びであり、私たちの喜び』社是

経営理念 Speedy  Going Concern  Innovation  
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事業領域

ダイレクトマーケティングのバリューチェーン

価
格
設
定

商
品
選
定

表
現
物
制
作

コ
ン
セ
プ
ト
設
定

メ
デ
ィ
ア
枠
提
供

出
稿
計
画
立
案

受
注
管
理

受
注
方
法
設
定

配
送
デ
ー
タ
加
工

受
注
デ
ー
タ
加
工

代
金
回
収
方
法
設
定

配
送
方
法
設
定

継
続
販
売
計
画
立
案

顧
客
満
足
度
向
上
策
立
案

事
業
計
画
立
案

事
業
戦
略
立
案

事
業
将
来
予
測

媒
体
効
率
分
析

当
社
が
提
供
す
る

当
社
が
提
供
す
る

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
メ
ニ
ュ
ー
例

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
メ
ニ
ュ
ー
例

顧
客
管
理

物
流
・決
済

情
報
加
工

効
果
分
析

受
注

媒
体
選
定

表
現
企
画

事
業
計
画

商
品
開
発

ダイレクトマーケティング事業に必要な多機能をトータルで提供
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仕入先 ・外注先

当社のビジネスモデル

独立系の強みを活かし、カスタマイズ・サービスを提供

顧客企業 消費者
ダイレクト
マーケティング

実施企業

仕入代金

各種サービス

商品

代金

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
提
供

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
代
金

どこで（＝売り場）

⇒媒体（メディア枠）

どのように（＝表現・コンセプト）

⇒表現企画

販売するのか（＝受注システム）

⇒コールセンター運営

●商品メーカー・ベンダー
●広告代理店媒体社
●番組・表現物制作会社
●コールセンター
●システム提供会社
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競争優位性の源泉（強み）

豊富なテレビ番組放送枠 受注管理ノウハウの提供 データ・情報の分析力

先行仕入れ
大量一括仕入れ
期間継続仕入れ

コールセンターの一括外注管理 独自開発の定量評価システム

媒体コストの低減による
費用対効果の最大化

消費者と商品のライフタイムバリュー
（顧客生涯価値）の最大化

効果的な
媒体選定・表現企画の実現

データ分析に基づくトータルソリューションの提供

ダイレクトマーケティング実施企業のビジネス拡大に貢献

①媒体：メディアレーション①効率的なコールセンター管理

②コンテンツ：モニタリングシステム②顧客対応・スクリプト（トークマニュアル）
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四半期毎の売上推移

（単位：百万円）

四半期ベースで売上高が堅調に伸長
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営業利益 257 156 207 64 80 271 228 464 540 441 504 551

売上総利益率 11.9% 7.5% 7.7% 5.6% 5.8% 8.8% 8.4% 12.8% 12.4% 11.9% 11.7% 12.4%
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四半期毎の各利益推移

（百万円）

四半期ベースで各利益が堅調に伸長

（％）



42

ダイレクトマーケティング市場（物販）の動向

34,042

38,648
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出所： 「通販・e-コマースビジネスの実態と今後 2008-2009 市場編」 2008年11月 株式会社富士経済

テレビ通販専門
チャンネルの台頭

オンライン通販が
相次いで開設

PC、インター
ネットの普及

BS/CSデジタル放送開始

（見込） （予測） （予測）

2009年度の通販市場（物販）は4.7兆円を予測



43

ダイレクトマーケティング市場におけるテレビ通販市場の動向

モバイル
7%

その他
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(億円) 【テレビ通販市場の推移】

BS/CSデジタル
放送開始

テレビ通販専門
チャンネルが台頭

出所： 「通販・e-コマースビジネスの実態と今後 2008-2009 市場編」 2008年11月 株式会社富士経済

（見込） （予測） （予測）

インターネット通販、テレビ通販、モバイル通販が売上を拡大
テレビ通販市場は鈍化ながら堅調に推移



44

FAQ（よくいただくご質問）

・消費者の消費行動は、屋外消費から屋内消費へとシフトしつつあり、ダイレクトマーケティン

グ市場は、市場成長率は鈍化の傾向にあるものの、堅調に成長していくと見込まれます。

・2011年の多チャンネル化によるメディア枠の大幅増加も追い風として期待されます。

・現在、完全競合企業と認識し得る企業は見当りません。

・今後については可能性は否定できないものの、当社は長年の経験に基づくノウハウを保持

しており、また今後もスキルNo.1を堅持するべく切磋琢磨していくため、当社の優位性（シェ

ア、スキル、ノウハウ、人材等）は揺るがないと考えております。

・顧客企業への請求は、①ソリューションサービスにより発生したトータル費用に一定のフィー

を上乗せ、②顧客企業の売上に一定の料率を乗じた金額、の２種類の方法があります。

通販市場の成長は続くのか？

新たな競合企業がでてくる
可能性は？

顧客企業の売上のたて方は？

・クロスメディア化のメリットは、①新たな市場、顧客の獲得による業績の拡大、②クロスセル

による売上の相乗的増加、③業績の変動リスクの低減であります。

クロスメディア化により、業績の拡大とリスクの低減の両方が達成できると考えます。

・毎年積極的に新卒採用を行い、年齢層の平準化を図ってまいります。

・社内システムへの投資、クロスメディア化の推進等、事業拡大のための投資を行ってまいり

ます。

クロスメディア化の推進で、
業績はどのように変化するのか？

今後の増員（コンサルタント）計画、
投資計画（資金ニーズ）は？
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本資料の取扱について

本資料に記載されております当社の将来の業績に関わる見通しに

つきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社が独自に

予測したものであり、リスクや不確定な要素を含んでおります。

従いまして、見通しの達成を保証するものではありません。

当社の内部要因や、当社を取り巻く事業環境の変化等の外部要

因が直接または間接的に当社の業績に影響を与え、本資料に記

載した見通しが変わる可能性があることをご承知おき願います。


